
防府市沿岸域環境改善支援事業補助金交付要綱 

平成２８年４月１日制定  

（趣旨） 

第１条 この要綱は、水産多面的機能発揮対策交付金交付要綱（平成２５年５

月１６日付け２５水港第１２３号農林水産事務次官依命通知。）、水産多面

的機能発揮対策交付金実施要領（平成２５年５月１６日付け２５水港第１２

４号農林水産事務次官依命通知。以下「要領」という。）及び水産多面的機

能発揮対策交付金実施要領の運用（平成２５年５月１６日付け２５水港第１

２５号水産庁長官通知。以下「運用」という。）に基づき、水産資源の保

護・培養や水質浄化等の公益的機能の発揮を支える河川、沿岸域等の機能の

維持・回復を図るため、漁業者や地域の住民が行う効果の高い環境保全活動

に対し、防府市沿岸域環境改善支援事業補助金（以下「補助金」という。）

を交付することについて、必要な事項を定めるものとする。 

（交付対象及び補助率） 

第２条 補助金交付対象者（以下「交付対象者」という。）、補助対象事業

（以下「対象事業」という。）、補助対象経費（以下「対象経費」とい

う。）及び補助率は、次のとおりとする。 

交付対象者 対象事業 対象経費 補助率 

 

要領第６に規定す

る山口県内の地域

協議会 

 

運用第６の２に規定する防

府市内の活動組織が実施す

る運用別表２に掲げる活動

項目のうち、①、②、④、

⑤及び⑥の活動 

 

運用別表１に掲

げる活動内容に

要する経費 

 

３／１

０以内 

（補助金の交付申請） 

第３条 交付対象者は補助金の交付の申請をしようとする場合は、補助金交付

申請書（第１号様式）を市長に提出するものとする。 

２ 交付対象者は、第１項の申請書を提出するに当たって、当該補助金に係る

仕入れに係る消費税等相当額（対象経費に含まれる消費税及び地方消費税の

うち、消費税法（昭和６３年法律第１０８号）に規定する仕入れに係る消費



税額として控除できる部分の金額と当該金額に地方税法（昭和２５年法律第

２２６号）に規定する地方消費税率を乗じて得た金額との合計額に補助率を

乗じて得た金額をいう。以下同じ。）があり、かつ、その金額が明らかな場

合には、これを減額して申請しなければならない。 

 ただし、申請時において当該補助金に係る仕入れに係る消費税等相当額が

明らかでない場合は、この限りでない。 

（補助金の交付決定） 

第４条 市長は、前条の規定により補助金交付申請書の提出があった場合にお

いて、その内容を審査し、補助金を交付することが適当であると認めたとき

は、補助金の交付を決定し、通知するものとする。 

２ 市長は、前項の規定により補助金の交付を決定する場合において、当該補

助金の交付の目的を達成するため、必要があると認めるときは、条件を付す

ことができる。 

（事業計画の変更に係る承認申請） 

第５条 交付対象者は、補助金の交付決定のあった後、事業計画に変更を加え

ようとする場合は、あらかじめ事業計画変更承認申請書（第２号様式）を市

長に提出し、承認を受けなければならない。ただし、市長が定める軽微な変

更についてはこの限りでない。 

（軽微な変更の範囲） 

第６条 前条ただし書きの市長が定める軽微な変更は、次に掲げる変更以外の

変更とする。 

(１) 対象事業の変更 

(２) 対象事業ごとに交付決定額の３０％を超える増減を伴う変更 

（事業の中止又は廃止） 

第７条 交付対象者は、補助金の交付決定があった後、対象事業を中止又は廃

止しようとする場合は、あらかじめ、事業計画中止・廃止承認申請書（第３

号様式）を市長に提出し、承認を受けなければならない。 

（事業の遂行状況の報告） 

第８条 交付対象者は、対象事業について交付の決定のあった年度の９月３０

日現在における遂行状況を当該年度の１０月２０日までに、遂行状況報告書



（第４号様式）により、市長へ報告しなければならない。 

（事業の実績報告） 

第９条 交付対象者は、対象事業が完了したときは、完了した日から１５日を

経過した日又は当該年度の３月３１日のいずれか早い期日までに実績報告書

（第５号様式）を市長に提出しなければならない。 

２ 第３条第２項のただし書により交付申請を行った交付対象者は、前項の実

績報告書を提出するにあたって、当該補助金に係る仕入れに係る消費税等相

当額が明らかになった場合には、これを補助金から減額して報告しなければ

ならない。 

３ 第３条第２項のただし書きにより交付申請を行った交付対象者は、第１項

の実績報告書を提出した後に消費税及び地方消費税の申告により当該補助金

に係る仕入れに係る消費税等相当額が確定した場合には、その金額（前項の

規定により減額した場合には、その金額を減じた額を上回る部分の金額）を

仕入れに係る消費税等相当額報告書（第６号様式）により速やかに市長に報

告するとともに、市長の返還命令を受けて、これを返還しなければならない。 

  また、当該補助金に係る仕入れに係る消費税等相当額が明らかにならない

場合又はない場合であっても、その状況等について、交付すべき交付金の額

が確定した日の翌年の５月３１日までに、同様式により、市長に報告しなけ

ればならない。 

（補助金の額の確定） 

第10条 市長は、前条に規定する実績報告書の提出があった場合において、そ

の内容を審査し、その内容を適当と認めるときは、交付すべき補助金の額を

確定し、通知するものとする。 

（是正のための措置） 

第11条 市長は、第９条に規定する実績報告書の提出があった場合において、

その内容が交付決定の内容及びこれに付した条件に適合しないと認めるとき

は、交付対象者に対し、これに適合させるため、必要な措置をとるべきこと

を命ずることができる。 

２ 第９条の規定は、前条による是正のための措置の実施を完了した場合につ

いて準用する。 



（交付決定の取消し） 

第12条 市長は、交付対象者が次の各号のいずれかに該当するときは、補助金

の交付の決定の全部又は一部を取消すことができる。 

(１) 補助金を他の用途へ使用したとき。 

(２) 補助金の交付決定の内容又はこれに付した条件に違反したとき。 

(３) この要綱の規定に違反したとき。 

２ 前項の規定は、第10条に規定する補助金の額の確定があった後にも適用す

る。 

３ 第４条第１項の規定は、第１項の場合において準用する。 

（補助金の交付） 

第13条 交付対象者は、第10条に規定する補助金の額の確定通知を受けた場合

は、速やかに補助金交付請求書（第７号様式）を市長に提出しなければなら

ない。 

（概算払） 

第14条 交付対象者は、市長が必要と認めたときは、第４条第１項の規定によ

る通知を受けた金額の範囲内で、概算払により補助金の交付を受けることが

できる。この場合、交付対象者は、概算払請求書（第８号様式）を市長に提

出するものとする。 

（補助金の返還） 

第15条 市長は、補助金の交付の決定を取消した場合において、対象事業の当

該取消し部分に関し、既に補助金が交付されているときは、交付対象者に対

し、期限を定めて、その返還を命ずるものとする。 

２ 市長は、補助金の額の確定をした場合において、既にその額を超える補助

金を概算払いにより交付しているときは、交付対象者に対し期限を定めて、

その超える額に相当する金額の返還を命ずるものとする。 

（関係書類の整備） 

第16条 交付対象者は、対象事業の遂行の状況及び収支について一切の状況を

明らかにする帳簿その他関係書類を整備し、対象事業等の完了した日の属す

る市の会計年度の翌年度の初日から起算して５年間これを保存しなければな

らない。 



（財産処分の承認） 

第17条 交付対象者は、対象事業により取得し、又は効用の増加した財産で次

に掲げるものを、補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸

し付け、又は担保に供しようとするときは、あらかじめ、市長の承認を受け

なければならない。 

(１) 不動産及びその従物 

(２) 取得価格又は効用の増した額が一台につき５０万円以上の機械及び器

具（補助金の交付の目的を達成する上で特に必要がないと認められるもの

を除く。） 

２ 交付対象者は、前項の規定にかかわらず次に掲げる場合には、前項の承認

を受けることを要しない。 

(１) 交付対象者が、補助金の全部に相当する金額を市に納付した場合 

(２) 当該財産の耐用年数（減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和

４０年大蔵省令第１５号）で定める耐用年数をいう。）の期間（市長が別

に期間を定めたときは、その期間）を経過した場合 

（その他） 

第18条 この要綱に定めるもののほか、この要綱の施行について必要な事項は、

別に定める。 

附 則 

この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和３年４月２８日から施行し、令和３年度に実施する事業か

ら適用する。 

 

 

 

 

 

 

 



第１号様式 

 

年度沿岸域環境改善支援事業補助金交付申請書 

 

番     号 

年  月  日 

（宛先）防府市長 

住 所 

団体名 

氏 名              

 

１１１１１年度において、下記のとおり事業を実施したいので、防府市沿岸域

環境改善支援事業補助金交付要綱第３条の規定に基づき、金       円

の交付を申請します。 

記 

１ 事業の目的 

 

 

２ 活動内容及び経費の負担 

活動組織名  活動面積  

活動項目  

活動内容  

事業費 
補助対象 

経  費 

経  費  の  負  担  区  分 

国 県 市 その他 

円 円 円 円 円 円 

      

３ 事業完了予定年月日 

年    月    日 

※添付書類 

 事業計画書 



第２号様式 
 

       年度沿岸域環境改善支援事業補助金事業計画 

変更承認申請書 

番     号 

年  月  日 

（宛先）防府市長 

住 所 

団体名 

氏 名   

 

１１１１１年１１月１１日付け指令１１１第１１１号で交付決定通知のあった

事業の実施について、下記のとおり計画を変更したいので、防府市沿岸域環境

改善支援事業補助金交付要綱第５条の規定に基づき、関係書類を添えて申請し

ます。 

記 

１ 事業変更の理由 

 

 

２ 変更後の事業計画及びその内容 

活動組織名  活動面積  

活動項目  

活動内容  

事業費 
補助対象 

経  費 

経  費  の  負  担  区  分 

国 県 市 その他 

円 円 円 円 円 円 

      

３ 変更後の事業完了予定年月日 

年    月    日 

※添付書類 

 変更後の事業計画書 



第３号様式 

  

       年度沿岸域環境改善支援事業補助金事業計画 

中止・廃止承認申請書 

 

番     号 

年  月  日 

（宛先）防府市長 

 

住 所 

団体名 

氏 名  

             

 

１１１１１年１１月１１日付け指令１１１第１１１号で交付決定通知のあった

事業の実施について、下記のとおり計画を中止・廃止したいので、防府市沿岸

域環境改善支援事業補助金交付要綱第７条の規定に基づき、関係書類を添えて

申請します。 

記 

 

１  事業の中止（廃止）の理由   

 

 

 

２  事業の中止（廃止）後の措置 

 

 

 

３  事業の中止（廃止）予定年月日 

        年   月    日   



第４号様式 

１１１１１１１１年度沿岸域環境改善支援事業遂行状況報告書 

 

番     号 

年  月  日 

 

（宛先）防府市長 

 

住 所 

団体名 

氏 名              

 

 

１１１１１年１１月１１日付け指令   第１１１号で交付決定通知のあった

事業について、防府市沿岸域環境改善支援事業補助金交付要綱第８条の規定に

基づき、下記のとおり補助金に係る事業の遂行状況を報告します。 

 

 

記 

 

 

区    分 
計画 

（Ａ） 

出来高 

（Ｂ） 

進捗度 

（Ｂ／Ａ） 
備   考 

沿岸域環境改善

支援事業 

    

 

 

 

 

 



第５号様式 

 

１      年度沿岸域環境改善支援事業実績報告書 

番     号 

年  月  日 

（宛先）防府市長 

住 所 

団体名 

氏 名              

 

１１１１１年１１月１１日付け指令   第１１１号で交付決定通知（及び１

１１１年１１月１１日付け第１ １号で変更通知）のあった事業について、下

記のとおり実施したので、防府市沿岸域環境改善支援事業補助金交付要綱第９

条の規定に基づき、実績を報告します。 

 

記 

１ 事業の目的 

 

２ 事業実績及びその内容 

活動組織名  活動面積  

活動項目  

活動内容  

事業費 
補助対象 

経  費 

経  費  の  負  担  区  分 

国 県 市 その他 

円 円 円 円 円 円 

      

３ 事業完了年月日 

年    月    日 

※添付書類 

 実施状況報告書 



第６号様式 

１１１１   年度仕入れに係る消費税等相当額報告書 

 

番     号 

年  月  日 

 

（宛先）防府市長 

住 所 

団体名 

氏 名              

 

１１１１１年１１月１１日付け指令１１１第１１１号で交付決定通知のあった

防府市沿岸域改善支援事業補助金について、同補助金交付要綱第９条第３項の

規定に基づき、下記のとおり報告します。 

 

記 

 

区                 分 金額（単位：円） 

①  補助金の額の確定額 
 

②  
補助金の額の確定時に減額した仕入れに係る消費

税相当額 

 

③  
消費税及び地方消費税の申告により確定した仕入

れに係る消費税相当額 

 

④  補助金返還相当額（（③－②）×３／１０） 
 

 

※参考となる資料を提出すること。 

 

 



第７号様式 

１１１１   年度沿岸域環境改善支援事業補助金交付請求書 

 

番     号 

年  月  日 

 

（宛先）防府市長 

 

住 所 

団体名 

氏 名              

 

１１１１１年１１月１１日付け指令１１１第１１１号で補助金の額の確定通知

を受けた防府市沿岸域環境改善支援事業補助金について、同補助金交付要綱第

13条の規定に基づき、下記のとおり金１１１１１１１１円を交付されたく請求

します。 

 

記 

 

補 助 金 

交付決定額 
既受領額 今回請求額 残   額 備   考 

円 円 円 円  

     

※交付決定が変更された場合は、備考欄にその内容を記入すること。 

 

 

 

 

 

 



第８号様式 

１１１１  年度沿岸域環境改善支援事業補助金概算払請求書 

 

番     号 

年  月  日 

 

（宛先）防府市長 

 

住 所 

団体名 

氏 名              

 

１１１１１年１１月１１日付け指令１１１第１１１号で交付決定通知のあった

防府市沿岸域環境改善支援事業補助金について、同補助金交付要綱第14条の規

定に基づき、下記のとおり金１１１１１１１１円を概算払により交付されたく

請求します。 

 

記 

 

補 助 金 

交付決定額 
既受領額 今回請求額 残   額 備   考 

円 円 円 円  

     

※交付決定が変更された場合は、備考欄にその内容を記入すること。 


